
 

２．地域主権の確立に向けた取組 

 

国土交通省では、平成２２年度予算で従来の個別補助金を原則一本

化し、地方の自由度を高めた社会資本整備総合交付金を創設した。平

成２３年度には、同交付金の都道府県分のうち、年度間、地域間の変

動、偏在が小さい事業等について、投資補助金を一括交付金化した地

域自主戦略交付金に移行し、社会資本整備総合交付金を政策目的達成

のため計画的に実施すべき事業等に重点化するとともに、地方の自由

度・使い勝手を更に向上させた。 

平成２４年度には、社会資本整備総合交付金については、政策目的

達成のため事業の更なる重点化を図る。地域自主戦略交付金について

は、都道府県分の対象事業の拡大、増額を図るとともに、政令指定都

市分について導入する。また、沖縄分については、県及び市町村を対

象に、自由度の高い新たな一括交付金制度を創設する。 

今後とも、地方の社会資本整備のニーズに的確に応えるため、社会

資本整備総合交付金や地域自主戦略交付金等が、それぞれの特性を十

分に発揮し、適切な役割分担の下で円滑な事業の実施を図るものとす

る。 

 

 

 
社会資本整備総合交付金

＜平成２４年度予算額：1兆４，３９５億円＞

社会資本整備総合交付金

＜平成２３年度予算額：１兆７，５３９億円＞
・事業の更なる重点化

H24

地域自主戦略交付金

・都道府県分の対象事業の拡大、増額
・新たに政令指定都市分を導入

沖縄振興一括交付金（仮称）

・県及び市町村を対象とした自由度の
高い新たな一括交付金制度を創設

・ 平成２２年度に、国土交通省所管の
地方公共団体向け個別補助金を一つ
の交付金に一括し、地方公共団体に
とって自由度が高く、創意工夫を生か
せる総合的な交付金として創設。

・ 平成２３年度に、「活力創出基盤整
備」、「水の安全・安心基盤整備」、
「市街地整備」、「地域住宅支援」の４
分野を統合し、より一層柔軟な流用
が可能になるなど、地方の使い勝手

を大幅に向上。

H23

※社会資本整備総合交付金から地域自主戦略
交付金に1,882億円、沖縄振興一括交付金
（仮称）に300億円を移行。合計で2,182億円を
移行。

＜平成２４年度予算額：全体で6,754億円＞

＜平成２４年度予算額：全体で1,575億円＞


